


中小企業・経営者の方の対応

金融機関の対応

保証しないで融資を受けるにはどうすればよいの？Q
中小企業・後継者・前経営者の方の対応

金融機関の対応

今度、事業承継を行うが、後継者が保証しないで融資を継続するにはどうす
ればよいの？また、前経営者が個人保証を解除するにはどうすればよいの？Q

将来に亘って上記①～③の要件が充足すると
見込まれる場合
▶経営者保証を求めない
▶代替的な融資手法を活用
　◆停止条件※1・解除条件付保証契約※2

　◆ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資）
　◆金利の一定の上乗せ　等
　（ガイドライン４項（2）、Ｑ＆Ａ4－8、9、12）
※１  特約条項（コベナンツ）に抵触しない限り保証債務の効力

が発生しない保証契約
※２  特約条項（コベナンツ）を充足する場合は保証債務が効力

を失う保証契約

経営者保証を求めることが止むを得ない場合
▶ 経営者保証の必要性、保証債務履行請求時の
対応、経営者保証の変更・解除の可能性など
を丁寧・具体的に説明
▶ 適切な保証金額の設定。保証債務履行時に
本ガイドラインに即して適切な対応を誠実に
実施する旨を保証契約に規定

 （ガイドライン 5項、Ｑ＆Ａ 5－ 1～ 10）

経営者保証に依存しない融資の一層の促進

金融機関には以下の対応が求められています。　
（イ）経営者保証の機能を代替する融資手法のメニューの充実
（ロ）中小企業の経営状況、資金回収可能性等を総合的に判断する中で経営者保証を求めない

可能性、代替的な融資手法の活用可能性を検討
 （ガイドライン４項（2）、Ｑ＆Ａ 4－ 10、11）

≪金融機関が経営者保証を必要とする主な理由≫
 ◉ 業務、経理、資産所有等に関して法人と経営者等との関係が明確に区分・分離されていない。
◉財務基盤が強固ではない。
◉適切な開示情報が不足している。

経営者保証を提供することなく資金調達をご希望の場合

次の経営改善や、債権者との信頼関係の構築が求められます

①法人個人の一体性の解消（例：法人から経営者への貸付等による資金の流出の防止等）
②財務基盤の強化（例：業績が堅調で十分な利益（キャッシュフロー）を確保し内部留保が十分な場合等）
③適時適切な情報開示等（例：本決算の報告のほか試算表、資金繰り表等の定期的な開示等）
上記の内容について外部専門家による検証を受けることが望ましいです。 （ガイドライン４項（1）、Ｑ＆Ａ4－1～7）

より具体的には
より具体的には

経営者保証に依存しない融資を検討します。
▶後継者の保証を求めない
▶前経営者の保証契約の解除
▶代替的な融資手法を活用
　◆停止条件・解除条件付保証契約
　◆ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資）
　◆金利の一定の上乗せ　等
 （ガイドライン 6項（2））

経営者保証を引き続き求めることが止むを得ない場合には、
▶ 経営者保証の必要性、保証債務履行請求時の
対応、経営者保証の変更・解除の可能性など
を丁寧・具体的に説明
▶ 適切な保証金額の設定。保証債務履行時に
本ガイドラインに即して適切な対応を誠実に
実施する旨を保証契約に規定
 （ガイドライン 6項（2））

経営者保証に依存しない融資の一層の促進

◉ 後継者の方も、法人個人の一体性の解消、財務基盤の強化、適時適切な情報開示等、経営
改善や、債権者との信頼関係の構築が求められます。

◉また、以下のような状況であれば、事業承継時に前経営者からの保証が解除され易くなります。
（例）
▶ 前経営者が、形式的にも実質的にも経営から退く場合（併せて、当該法人から報酬等を
受け取らないこと）

▶ 前経営者が当該法人から、社会通念上適切な範囲を超える借入等を行っている場合には、
これが返済される場合

▶ 法人の返済能力や担保が乏しく、金融機関が前経営者の資産を保全価値があるものと認識
していた場合には、後継者等から金融機関に対し、同等程度の保全が提供される場合

◉ 経営者の交代により経営方針や事業計画等に変更が生じる場合には、その点について誠実
かつ丁寧に金融機関等に説明することが求められます。

 （ガイドライン 6項（2）、Ｑ＆Ａ 6－ 1、2）

金融機関には以下の対応が求められています。
① 前経営者が負担する保証債務を当然に後継者に引き継がせず、中小企業の経営状況（※）や、
資金回収可能性等を総合的に判断する中で、経営者保証を求めない可能性や代替的な融資
手法の活用可能性を改めて検討
※法人個人の一体性の解消、財務基盤の強化、適時適切な情報開示等

② 前経営者の保証契約の解除については、前経営者の実質的な経営権・支配権の有無、既存
債権の保全状況、法人の資産・収益力による借入返済能力等を勘案して適切に判断

    （ガイドライン 6項（2））


